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【資料１】訪日外国人旅行者数の状況 

総計	
1036万人	

韓国	
246万人	
（23.7%）	

台湾	
221万人	
（21.3%）	

中国	
131万人	
（12.7%）	

香港	
75万人	
（7.2%）	

米国	
80万人	
（7.7%）	

タイ	
45万人	
（4.4%）	

シンガポール	
19万人	
（1.8%）	

カナダ	
15万人	
（1.5%）	

イギリス	
19万人	
（1.9%）	

ドイツ	
12万人	
（1.2%）	

フランス	
15万人	
（1.5%）	

オーストラリア	
24万人	
（2.4%）	

その他 
 69万人    
（6.6%）	

（2013年確定値）	

マレーシア	
18万人	
（1.7%）	

インド	
8万人	
（0.7%）	

ロシア	
6万人	
（0.6%）	

アジア　795万人（76.7%） 
うち東南アジア　115万人（11.1%）	

北米	
95万人	
（9.2%）	

欧州	
53万人	
（5.1%）	

インドネシア	
14万人	
（1.3%）	

ベトナム	
8万人	
（0.8%）	

フィリピン	
11万人	
（1.0%）	

※　（ ）内は、訪日外国人旅行者数全体に対するシェア 
※　その他には、アジア、欧州等各地域の国であっても記載のない国･地域が含まれる。 

※　数値は、それぞれ四捨五入によっているため、端数において合計とは合致しない場合がある。 

※　日本政府観光局（JNTO）資料より観光庁作成	

<国別訪日外国人旅行者数（2013年）> ＜都道府県別日本人・外国人延べ宿泊者数（2013年）＞ 

中国	
2,759億円	

19%	

台湾	
2,475億円	

17%	

韓国	
1,978億円	

14%	

米国	
1,362億円	

10%	

香港	
1,054億円	

7%	

タイ	
576億円	

4%	

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ	
521億円	

4%	

英国	
329億円	

2%	

フランス	
316億円	

2%	

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ	
311億円	

2%	

カナダ	
288億円	

2%	

ﾏﾚｰｼｱ	
256億円	

2%	

ドイツ	
190億円	

1%	

ロシア	
127億円	

1%	

インド	
110億
円	

1%	
その他	

1,516億円	
11%	

旅行消費額の国籍・地域別構成比	

旅行消費額	
1兆4,167億円	



資料：各国政府統計局等資料より JATA作成 
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 【資料２】日中韓三国間の旅行者数の推移 

○2013年の日中韓は拮抗しており、最大の需要創出国は韓国、日本は最下位へ。 
○中国発の需要の伸びが著しく、韓国発需要の伸びと相まって中韓間の旅行者が急増。 
○日本の国際的プレゼンスは低下しており、 インバウンド、アウトバウンド双方の更なる推進が重要である。 



資料：法務省統計、日本政府観光局、韓国観光公社 
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 【資料３】日韓のインバウンドとアウトバンドの比較 

○韓国はインバウンド、アウトバウンドともに伸びが大きく、韓国への外国人旅行者数（2014年）は1420万人と 
  訪日外国人数を上回った。 

1420 



出所：UNWTO統計、EUROMONITOR予測 

    但し日本は2012年7月ＪＴＢ総研推計 

 2020年の有望市場：総支出額成長率・海外旅行先の総支出額に注目 

大規模市場 

※バブルサイズは一人当たり支出額を表す 

中国 

米国 

インド 

ドイツ 

ロシア 

日本 

インドネシア 
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【資料４】2020年の有望市場 



◼◼新興国の消費・旅行の拡大（1/3）：上位中間所得層の拡大 

活発に消費をし始める「上位中間層*」は2010-2030年のアジア・アフリカ地域で2.5億人から8.9億人へと増加す
る。そのうち中国、インド、インドネシアの3カ国で8割を占めており着目が必要である。 

 *上位中間層の世帯所得は15,000-35,000ドルであり、様々な家電を購入し、医療、教育などのサービス支出
を増加させ、週末や夏期・冬期の長期休暇にレジャーを楽しみ始める層であると言われている。 

 
上位中間層（アジア・アフリカ）の推移 

⇒アジア・アフリカで増加する上位中間層を効率良く取り込むため
には、中国、インド、インドネシアに着目すべきである 

出所：新中間層獲得戦略研究会（経産省） 

中国 

インド 

インド
ネシア 

その他 

上位中間層の消費性向 

⇒経済成長に伴って増加する上位中間層は、
本格的に消費が活発化する層である 

【資料４】新興国の消費・旅行の拡大 
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レジャー・娯楽 

2.3 - 3.9倍 

ホテル・外食 

2.5 - 4.0倍 

出所：新中間層獲得戦略研究会（経産省） 

中国、インド、インドネシアの消費の拡大 

•中国、インド、インドネシアの上位中間層において、 
旅行に近い消費（レジャー・娯楽、ホテル・外食）は2020
年時点で最大4倍の消費行動を予測されている。 

◼◼新興国の消費・旅行の拡大（2/3）：上位中間層はレジャー・娯楽等の消費を拡大 
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 【資料４】新興国の消費・旅行の拡大 



◼◼新興国の消費・旅行の拡大（3/3）：航空旅客数の成長予測 

•新興国の経済発展に伴い、世界中の航空旅客が活性化していく。 

•特に成長の中心となる中国を取り巻くアジア圏で航空旅客の伸びが著しい。 

2023 

航空旅客数の推移と成長予測 

50 

40 

19億人 

51億人 

年平均成長率
（2004-2023年） 

5.3% 

・・・・・・ 

うち、アジア旅客数の 

年平均成長率（2004-2023） 

From – To % 

アジア⇒日本 5.9% 

アジア⇒中国 9.1% 

アジア⇒アジア 6.9% 

（参考：全世界） 5.3% 

出所：日経新聞、エアバス社 

⇒アジア圏内、特に中国路
線の成長が世界を牽引
する 
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 【資料４】新興国の消費・旅行の拡大 
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 【資料５】旅行と観光に関する競争力指標（World Economic Forum） 

「観光受容度」内の小項目には「ビジネスのキーパーソンに対し、ビジネスだけでなく観光旅行を促す努力をしてい
るかどうか」という指標があり、ここでの日本の順位は、139カ国中125位。来日したビジネスエグゼクティブに日本
文化や観光地の良さを知ってもらい、家族や友人を連れた再訪問につなげることが必要となる。 



◼◼ロンドン五輪後の訪英旅行市場（1/3） 

外国からイギリスへの訪問客数、及び消費額は、オリンピックゲーム終了後、2013年に
なっても成長の勢いが保たれている。 

London 2012 

五輪開催後、訪問客、 
消費額とも更に伸長 

出典：Visit Britain 統計資料をもとに(株)JTB総合研究所が作成 10 

 【資料６】ロンドン五輪後の訪英旅行市場 



イギリスへの訪問客・消費額の伸びは、2000年以降、ＬＣＣの成長などから近距離圏
（欧州域内）からの訪問客増に依存してきたが、オリンピックゲームを機に欧州域外か
らの誘客を伸ばし始めている 

出典：Visit Britain 統計資料をもとに(株)JTB総合研究所が作成 11 

◼◼ロンドン五輪後の訪英旅行市場（2/3） 

 【資料６】ロンドン五輪後の訪英旅行市場 



オリンピック開催前より英国全土を巻き込んで開催した文化イベント等が効果を発揮し、
ビジターの伸びはロンドン以外の地域にも波及している。 

• ビジター数、及びビジターによる総消費額の伸びはロンドンだけでなく、その他の地域
でも伸びている 

• 五輪観戦を主目的に訪英したビジターだけをとっても、その1/3はロンドン以外の地域
を訪れ、滞在している 

出典：Visit Britain 統計資料をもとに(株)JTB総合研究所が作成、グラフは季節波動を除くため移動年計値を表示 
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◼◼ロンドン五輪後の訪英旅行市場（3/3） 

 【資料６】ロンドン五輪後の訪英旅行市場 



13 

0.0		

10.0		

20.0		

30.0		

40.0		

50.0		

60.0		

0		

200		

400		

600		

800		

1,000		

1,200		

1,400		

1,600		

1,800		

1970年	 1975年	 1980年	 1985年	 1990年	 1995年	 2000年	 2005年	 2010年	

都道府県観光費（億円）	

都道府県歳出額（兆円）	

＜都道府県観光費と都道府県歳出額比の推移＞ 

【資料】地方財政統計年報（総務省） 

•地域の観光費は長期的に減少傾向にある。 

•その要因は観光需要が1995年頃をピークに減少に転じた点が大きい

が、もう一つの背景は、地方財政の圧迫や自主財源制度の不備などの
財源問題がある。 

• 「地方財政統計年報」から47都道府県の観光費の推移をみると、1995

年度の1,532億円から2000年度には635億円まで減少しており、この
減少率は都道府県の歳出額の伸び率を大きく下回っている。 

• 2000年代に入って地方自治体では、社会保障関係経費の増加への対
応、地方債利払いなどの経常的経費が拡大して財政硬直化が進み、
観光振興に振り向かれる歳出の許容度が顕著に減退した。 
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【資料】総務省「平成25年度地方税に関する参考計数資料 

＜入湯税の推移＞ 

•入湯税は使途が限定されている目的税であり、環境衛生施設、鉱泉
源の保護管理施設、消防施設その他消防活動に必要な施設の整備
に要する費用、観光の振興（観光施設の整備を含む）に要する費用に
充てられる。 

•市町村において観光政策を使途に含む法定目的税は入湯税のみで
あり、地域の温泉資源の賦存状況に左右されてしまうことが課題。 

•近年は観光振興のウェイトが高まっているとされるが、観光振興に入
湯税収入の何割を用いるかなどは、各自治体の裁量により異なる。 

•入湯税の標準税率は150円であり、多くの市町村が標準税率を適用し
ている。（日帰り客については、減額されるケースが多い。） 

•入湯税収入額は、2003年度の252億円をピークとして減少傾向。 

•入湯税は観光地の重要な財源となっているが、温泉資源に乏しい観
光地にとっては入湯税のような観光需要に比例的な法定税が整備さ
れていない。 

【出典】公益財団法人日本交通公社編著「観光地経営の視点と実践」 

 【資料７】国内における観光動向 
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※資料：厚生労働省大臣官房計情報部「衛生行政報告例」 

１.ホテル・旅館・簡易宿所・下宿営業の施設数（年次別） 

２.ホテル・旅館・簡易宿所・下宿営業の客室数（年次別） 

温泉地を中心とした旅館が
年々減少し、2010年に旅館

の客室数をホテルの客室数
が抜いた。 

【参考】宿泊産業を取り巻く環境 
 

＜外的環境要因＞ 
①景気動向 

 ・景気回復時の時差 

②自然災害 

 ・激甚災害の多発（地震、台風、火山噴火など） 
 ・風評被害 

③社会不安 

 ・テロ、新型感染病など 

④競合環境変化 

 ・異業種からの参入、通年型・価格訴求型施設の拡大 

 ・各地区の温泉地で長年築かれた温泉地料金の崩壊、競争激化 

  （一方で地域雇用の下支えの面も） 
 

＜内的環境要因＞ 
①「過去の慣例的な運営」の継承（旅館施設） 
 ・経営手法の改善による競争力の強化が急務（対ホテル業界） 
 （複合施設化、仕入の効率化、IT導入、社員教育等による 

  収益率向上） 
②顧客志向の変化 

 ・大型団体需要から小グループ利用需要、個人利用需要へ 

 ・大規模宴会場や大浴場、増築による複数の宿泊棟、料理導線 

  の非効率など（人海戦術での対応に限界） 
③継承問題 

 ・旅館経営の継承者不足 

④1955年～1960年代に金融から借り入れた債務の返済 

 ・建物の老朽化による経年劣化や、顧客の変化に伴う躯体その 

  ものの改装や建て直しの必要性か急務となり、多額の債務の 

  為に新規借入が容易ではない現状 

⑤改正耐震改修促進法 

 【資料７】国内における観光動向 
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 2006年に30.1兆円あったが、現在は20兆円前半台で推
進している。→国内旅行の大幅な減少 

 2006〜2008年にかけてGDPは500兆円台をキープして
にもかかわらず、国内の観光消費額は減少している。 

バブル期以降の消費マインドの低下と供給過剰状態と
なっていた宿泊施設をはじめとした大型化した観光地の
経営環境は急激に悪化していった。 
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国内宿泊旅行者数	

（億人）	

日本人の国内宿泊旅行は1980年代順調に伸びたが、
1990年代は伸びが大きく鈍った。 

 2003年以降、国内宿泊者数の総数が減少しはじめ
た。 
→国内宿泊観光旅行数の回数、宿泊者数も減少 

デフレ経済による安価な旅行へのニーズが高まり、
ファミリー層を中心に旅行が日帰り化した。 

宿泊旅行の減少により、温泉地などの宿泊集積地域
における宿泊施設を核とした地域経済の大幅な縮小 

＜国内宿泊者数の推移＞ 

資料：（株）ＪＴＢ総合研究所（2003年までは（財）日本交通公社） 

資料：観光庁「旅行消費額の推移」 

 【資料７】国内における観光動向 

日本における観光市場の動向 → 宿泊者数・観光消費額が減少傾向 

                        地域における観光振興予算にも影響している 



 【資料８】2013年ツェルマット宿泊人泊数（国別） 

順位 国 人泊数 シェア% 対前年増減％ 

1 スイス 790,095 39.73 -2.04 

2 ドイツ 233,886 11.76 -1.07 

3 イギリス 141,506 7.12 -2.84 

4 日本 96,888 4.87 -2.97 2014は―17％見込 

5 アメリカ 80,730 4.06 10.54 

6 フランス 57,567 2.89 1.62 

7 ロシア 50,696 2.56 6.32 

8  オランダ 30,965 1.56 -8.22 

9 スウエーデン 21,340 1.07 19.71 

10 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ＆NZ 20,424 1.03 22.46 

11 ベルギー 19,017 0.96 -3.59 

12 イタリア 16,565 0.83 -12.83 

13 ノルウエー 16,179 0.81 2.70 

14 スペイン 15,908 0.80 -18.84 

15 中国＆香港 13,014 0.65 32.67 

合計 1,988,604 100 0.24 

16 

出典：ツエルマット観光局年次報告書2013 16オーストリア 17カナダ 18台湾 19タイ 20ブラジル 



団体名 税目 課税客体 税収の使途 課税標準 納税義務者 徴収方法 税率 

施行年月日 

（直近の更新） 
24年度決算額 

東京都 宿泊税 
ホテル又は旅館
への宿泊 

国際都市東京の魅
力を高めるとともに、
観光の振興を図る
施策に要する費用 

ホテル又は旅館
への宿泊数 

ホテル又は旅館
の宿泊者 

特別徴収 

1人1泊について宿
泊料金が10千円
以上15千円未
満・・・100円 

15千円以上 

・・・200円 

H14.10.1施行 

1,070百万円 

岐阜県 
乗鞍環境
保全税 

乗鞍鶴ヶ池駐車
場へ自動車を運
転して自ら入り込
む行為、又は他
人を入り込ませる
行為 

乗鞍地域の自然環
境の保全に係る施
策に要する費用 

乗鞍鶴ヶ池駐車
場に自動車で進
入する回数 

乗鞍鶴ヶ池駐車場
へ入り込む自動車
を運転する者 

特別徴収 

 

※シャトルバ
ス、路線バス
等について
は月ごとの
申告納付 

◯乗車定員が30

人以上の自動車 

・一般乗合用バス
以外 

・・・3,000円/回 

・一般乗合用バス 

・・・2,000円/回 

◯乗車定員が11

人以上29人以下
の自動車 

・・・1,500円/回 

◯乗車定員が10

以下の自動車 

・・・300円/回 

H15.4.1施行 

18百万円 

山梨県 

富士河口湖
町 

遊漁税 
河口湖での遊漁
行為 

河口湖及びその周
辺地域における環
境の保全、環境の
美化及び施設の整
備の費用 

遊漁行為を行う
日数 

遊漁行為を行う者 特別徴収 1人1日 200円 
H13.7.1施行 

10百万円 

沖縄県 

伊是名村 
環境協力
税 

旅客船、飛行機
等に より伊是名
村へ入域 する行
為  

環境の美化、環境
の 保全及び観光
施設の 維持整備
に要する費 用  

旅客船、飛行機
等により 伊是名
村へ入域する回
数  

旅客船、飛行機等
に より伊是名村
へ入域 する者  

特別徴収 

1回の入域につき
100円 (障害者、
高校生以下は 課
税免除)  

H17.4.25施行  

4百万円 

17 

【資料９】国内での主な法定外普通税の導入事例  

※大阪府が海外からの観光客の受け入れ態勢を充実する費用の財源として、府内のホテルなどの宿泊料に独自
課税する宿泊税（ホテル税）を導入できないか検討を開始している。２０１５年度予算案に調査費を計上し、新設する
有識者会議が１５年度内に結論を出す方針。 
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【資料１０】都道府県別海外旅行者数と出国率（2012年） 

◯出国率20%以上は東京・神奈川のみであり、関西地区も15％前後となっている。 

◯出国率が二桁（10%以上）を示しているのは、17都道府県となっている。 

（注）人口には居住外国人人口が含まれている。 

   （2012年10月１日時点での日本人人口総数は約1億2,570万人となっており、実際の出国率は14.7%と推計される） 
 

資料：出国者数は法務省 

人口は「人口推計」（総務省統計局）による。（居住者外国人を含む総人口） 



 【資料11】訪日外国人の空港利用状況 

○訪日外国人の出入国（空路）の約 54.7％が首都圏空港（成田・羽田）に集中している。 

羽田 
223万人 
（13.1%） 

成田 
710万人 
（41.6%） 

※法務省 出入国管理統計 港別出入国者 （2012年） 

外国人の空港利用状況（２０１２年） 空港別 外国人出入国数（２０１２年） 

※法務省 出入国管理統計 港別出入国者 （2012年） 

空港名  外国人入国者 外国人出国者 合計 

成  田 3,562,244  3,535,426  7,097,670  

関  西 1,791,577  1,773,212  3,564,789  

羽  田 1,097,511  1,129,411  2,226,922  

福  岡 560,623  560,499  1,121,122  

中  部 476,069  442,055  918,124  

新千歳 390,255  385,090  775,345  

那  覇 230,507  225,255  455,762  

広  島 44,695  39,567  84,262  

富士山静岡 36,736  36,631  73,367  

函  館 30,952  31,326  62,278  

茨   城 28,040  30,913  58,953  

鹿児島 30,689  25,605  56,294  

小  松 28,442  27,182  55,624  

仙  台 24,683  22,247  46,930  

岡  山 23,879  22,642  46,521  

富  山 24,593  20,212  44,805  

その他 185,788  184,020  369,808  

福岡 

6.6% 

中部 

5.4% 

関西 

356万人 
（20.9%） 

新千歳 

4.5% 

那覇 

2.7% 
その他 

5.3% 

19 

【出所】観光庁資料 
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 【資料1２】日本人出国者数構成比（空港別） 

成田	
800万人	
46.1%	

関西	
344万人	
19.7%	

羽田	
266万人	
15.2%	

中部	
153万人	
8.8%	

福岡	
86万人	
4.9%	

0.8	
0.6	 0.3	

0.3	 0.5	

0.1	

2013年空港別・海港別日本人出国者数	

成田	

関西	

羽田	

中部	

福岡	

新千歳	

広島	

仙台	

那覇	

博多	

横浜	

空港/港 構成比％ 日本人出国者数

成田 46.1 8,051,684

関西 19.7 3,439,358

羽田 15.2 2,663,684

中部 8.8 1,530,321

福岡 4.9 860,560

新千歳 0.8 136,578

広島 0.6 110,580

仙台 0.3 58,941

那覇 0.3 57,516

博多 0.5 94,150

横浜 0.1 13,251

○日本人出国者数の61.3%が首都圏空港（成田・羽田）に集中している。 


